
























「ポツダム緊急勅令」（昭和 20 年勅令第 542 号）の委任に基づく膨大な「ポ
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桐蔭法学 19 巻 2 号（2013 年）
連続と断絶」という観点から踏み込んだ分析が加えられた。東京大学社会
科学研究所の課題研究（1969 ～ 1972 年）の成果である『戦後改革　（1）～（8）』


















科学研究所で行われた共同研究「ファシズムと民主主義」（1973 ～ 1978 年）
の成果である『ファシズム期の国家と社会（1）～（8）』（東京大学出版会、
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〔 マ マ 〕
うのかと思います」と述べている（39）。大正期・昭和戦前期に
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締規則（商工省令第 56 号）等を定め、広範な物価統制を実施した。翌 39
年に組織の整備拡充がなされた物価委員会は「物価統制ノ大綱」（4 月 27















農林両省の斡旋により、同年 11 月 28 日に中央物価統制協力会議が設置
されることになったのである（53）。
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を背景として、1937（昭和 12）年 7 月に第一次近衛内閣が閣議決定した「保
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座が設置されたのは、終戦後の 1947（昭和 22）年 9 月のことであった（97）。
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　このような新しい法領域の検討を深めるべく、1939（昭和 14）年 11 月
13 日に創立されたのが、「法学関係最初の全国的な学会」とされる日本経
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び報告題目の一覧を掲げる）。設立時の入会賛成者は 83 ～ 85 名であったが、




































の高等教育の再編と拡大の問題と連動する（114）。1940（昭和 15）年 11 月
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桐蔭法学 19 巻 2 号（2013 年）
　実際、日本経済法学会には東京帝国大学の関係者は殆ど参加していな
























































（1948 年）、62 頁以下、金沢良雄『経済法の史的考察』有斐閣（1985 年）、
127 頁以下。この点については、第 3 章で若干の整理を試みる。
 （4）戦後法制改革の概要については、拙稿「戦後占領期日本の法制改革研究
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（1927 年）、刑法改正ノ綱領（1926 年）、改正刑法仮案総則編（1931 年）・
各則編（1940 年）、家事審判制度要綱（1942 年）等に帰結している（利谷・
本間前掲「天皇制国家機構・法体制の再編」205 頁以下）。なお、1929
（昭和 4）年 10 月の政府からの諮問第一号「政府ハ商法ノ規定中現下ノ
事情ニ適切ナラサルモノアリト認ム之カ改正ノ要綱如何」に対して、法
制審議会が作成した改正要綱（1931 年 7 月）を受けて成立した商法改
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学』62 巻 4 号（1998 年）、同「政党否定論者としての美濃部達吉」『法学』
67 巻 2 号（2003 年）、菅谷幸浩「美濃部達吉の統治機構論と昭和期の政
治」『学習院大学大学院政治学研究科政治学論集』20 号（2007 年）、西
村裕一「美濃部達吉の憲法学に関する一考察（1）～（2）」『国家学会雑誌』
121 巻 11・12 号～ 122 巻 9・10 号（2009 年）、同「美濃部達吉と岡田内閣」














耕太郎編『法律学辞典（1）～（5）』岩波書店（1934 ～ 38 年）には、「社会法」（2
巻 1190 頁以下：菊池勇夫執筆）及び「経済法」（1 巻 558 頁以下：田中
耕太郎執筆）については独立の項目が立てられる一方で、「万民法」と
の対比で「市民法（ius civile）」が説明されるのみである（2 巻 1366 頁〔商
法：田中耕太郎執筆〕、4 巻 2811 頁〔羅馬法：原田慶吉執筆〕））。


















60 巻 3 号（1942 年）、94 頁以下。
（49）新法令研究会「「新法令の研究」刊行の辞」（我妻栄編『新法令の研究（1）』
有斐閣（1946 年））。「新法令研究会」としての記事は、『法学協会雑誌』
60 巻 3 号（1942 年）から 61 巻 12 号（1943 年）まで掲載され、その後、
個人名で「営団金庫法研究資料」及び「国家総動員法研究」が断続的に






考察」『法律時報』12 巻 8 号（1940 年）、4 頁以下）、田中二郎も美濃部
の立場を継承して、行政作用法の一環として経済統制法を扱っていた（田
中二郎「経済統制法――立法より見たる経済機構の改革」『国家学会雑誌』
53 巻 10 号（1939 年））。また、商法に関しても、商法を「企業法」とし
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法」『ジュリスト』400 号（1968 年）、207 頁以下、塩野宏「公法と私法」
（同『公法と私法』有斐閣（1989 年）所収）、90 頁以下等を参照。
（52）磯部靖「統制偶感（1）」『警察研究』14 巻 2 号（1943 年）、34 頁。磯部
は後に総合計画局参事官、東京控訴院判事、最高裁判所調査官、公正取













巻 3 ～ 4 号（2007 年）、同『計画的戦争準備・軍需動員・経済統制――続
『政府の能力』』有斐閣（2008 年））。
（55）「統制法規部会の設置」『物価協力時報』第 1 年 5 号（1940 年）、17 頁。







物価統制協力会議は、1940 年 7 月 19 日の第 7 回常任委員会で「新体制
下の経済機構に関する決議」を採択し、官民の意見の齟齬を調整した上




















（59）1942（昭和 17）年 2 月に設置された統制法懇話会は「経済統制法の立法
改正運営等に対する民間側の意見要望を取纏め又経済統制法に関する民
間側の疑義の存する処を明かにしその解決の途を開く等」を目的として
いた（『中央物価統制協力会議年報（2）』81 頁以下）。同年 7 月には「関
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との照会を行い、司法省刑事局第二局長磯部靖から 1942 年 9 月 7 日付
で「貴見の通、但し脱法の意図あること明白なる場合は違反と為ること
あるべし」（司法省刑事局第 22997 号）との回答を得ることに成功して
いる（『物価協力時報』第 3 年第 8 号（1942 年）、7 頁）。
（62）統制法規部会においても「判例綜合研究小委員会」が設置され、1942 年











4 号（1977 年）、519 頁以下を参照）。






























（67）齋藤直一「裁判所構成法戦時特例の解説」『法曹会雑誌』20 巻 4 号（1942
年）、38 頁以下。
（68）磯部靖「経済統制法令の取引法的性格――裁判所構成法戦時特例第六条
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桐蔭法学 19 巻 2 号（2013 年）
の新設と隔地者間の取引に於ける準拠告示の問題を中心として――」『警
察研究』13 巻 7 号（1942 年）、31 頁以下。
（69）本位田前掲「発刊の辞」2 頁以下。
（70）田中二郎「経済統制法の発展及び現状の概観（2）」『経済統制法年報』
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戦時・戦後初期の日本の法学についての覚書（1）（出口雄一）
日本的変容――黒田覚に即して（1）～（2）」『法学論叢』144 巻 3 号 ～ 145
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号（2010 ～ 2011 年）、同「1953――日独の法律学方法論の転換点とその




法学」『法律時報』70 巻 12 号（1998 年）、吉田勝己「社会変動期の日本









03出口先生nn.indd   166 13/03/29   11:32
167
戦時・戦後初期の日本の法学についての覚書（1）（出口雄一）
論叢』153 巻 4 ～ 5 号（2003 年）等）。
（94）石田眞「末弘労働法論ノート――「形成期」末弘労働法学の一断面」『早




























03出口先生nn.indd   167 13/03/29   11:32
168





































容」『社会科学研究』42 巻 3 号（1990 年）、同「官僚と労働者問題」（東
京大学社会科学研究所編『現代日本社会（4）　歴史的前提』東京大学出
版会（1991 年）所収）、及川英二郎「産業報国運動の展開――戦時生活
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法論」『一橋論叢』89 巻 4 号（1983 年）、685 頁。
（110）丸山泰男『戦争の時代と一橋』如水会学園史刊行委員会（1989 年）、59
頁以下。『日本経済法学会年報』1 号（1940 年）、135 頁、『日本経済法




























（115）『日本経済法学会年報』2 号（1941 年）、183 頁以下。










組織・人事・学生動向を中心に」『史学雑誌』117 巻 2 号（2008 年）、永
島広紀『戦時期朝鮮における「新体制」と京城帝国大学』 ゆまに書房（2011
年）等を参照）。












後の法思想に関する覚書（未完）」『神戸法学雑誌』25 巻 3・4 号（1976
年）、白羽祐三『「日本法理研究会」の分析――法と道徳の一体化』中
央大学出版会（1998 年）、中山研一『佐伯・小野博士の「日本法理」の
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日本経済法学会大会報告者及び報告題目一覧（『日本経済法学会年報 (1) ～ (3)』、
大平善梧「日本経済法学会第四回大会」『一橋論叢』10 巻 6 号（1942 年）によ
り作成、所属等は適宜略記した）




















○第三回大会（1941 年 11 月 22 日、於：京都帝国大学）
　・麻生平八郎（明治大）「固定資本増加の傾向と経済法」
　・伊部政一（外務省）「ソ連邦に於ける経済統制に就て」
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